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ドロップ・サイト・デイリー、８月１１日：ウィスコンシン州やミネソタ州を含む 6 州で
予備選挙が実施された；イスラエルによるヨルダン川西岸地区への攻撃が激化し、1 週間
で 504 件の攻撃が発生した；リビアの製油所が相次いで攻撃を受けた 

脇浜義明訳 ＊脚注は訳注 

 

イラン 

 ＊ホルムズ海峡の新渡航計画：イラン外務省は１０日、ホルムズ海峡の安全な航行に向けた基本的通航計画について、イ

ランとオマーンの合意が成立したと発表した。イラン外務省は、米国による攻撃や封鎖が続く限り、当該ルートは閉鎖され

たままだと強調した。技術的な詳細はまだ協議中だと言った。  

・海峡通過料金の問題について、イスマイル・バガエイ報道官は、イランが提供する「サービス」には「当然」料金を徴収

すること示唆したが、具体的決定事項の発表はしなかった。   

・米国との協議は相変わらず行われていない。「我々は米国と交渉していない」とバガエイは強く言った。「メッセー

ジ交換は当然あり、それは仲介者と経由して行なわれている」と言ったが、イランの目下の焦点はオマーンとの交渉

であると、バガエイ報道官は繰り返して述べた。   

・カタールもイランのオマールとの合意間近という報告を裏付けた。カタール外務省のマジェド・アル・アンサリ報

道官は１１日、ホルムズ海峡の今後の航行についてのイランとオマールの交渉が「進展段階」にあり「重要な局面」

に達していると言った。   

・アル・アンサリは、米・イラン交渉の仲介役のカタールの最大関心事は、「出来るだけ早い」海峡の開放であると

言った。 

 ＊トランプ、ホルムズ海峡は開放されており、米国の完全管理下にあると主張：トランプ大統領は１０日、大統領執務室

で、米国がホルムズ海峡全域の機雷除去を完了させたと主張し、海峡は「開放」されており、「１００％」米国の管理下に

あると述べた。 

 ＊WSJ（ウォールストリート・ジャーナル紙）報道、米軍がオマーン湾で船舶に発砲：WSJ によると、１１日夜明け、

米国のイランの港封鎖を回避しようとしていたように見えたパナマ船籍の船舶に、米軍が発砲した。海事警備会社ヴァンガ

ードの報告は、パナマ船籍コンテナ船「ベラ・ノバ」が、パキスタン沖約７１海里のオマーン湾を西に向かって航行してい

るときに、米軍ヘリコプターから発射されたミサイルを被弾した。火災が発生したが、後に鎮火した。乗組員１７人の無事

が確認され、現時点では死傷者の報告はない。 

 ＊イラン、米財務長官のイランを経済的に窒息させるとの発言に対し、米国を「制裁という麻薬に強迫性依存症にかかっ

ている」と非難：イラン外務省のバガエイ報道官は１１日、スコット・ベッセント米財務長官が経済的圧力によってイラン

を「窒息させる」という発言に対して、米国の不当な再度の制裁威嚇を批判した。   

・X への投稿でバガエイ報道官は米政府を「制裁という麻薬への強迫性依存症」と批判し、米政府は「外交能力がな

く」、思う通りにいかないとすぐ「制裁に頼る」と批判した。彼は、「これはもう『政策』ではなく『依存症的悪習』

だ」と書き、米当局は現在の危機を打開する「残されたチャンス」を自分で壊す恐れがあると警告した。 

 ＊トランプ、昔のアルカイーダによる米艦襲撃事件を持ち出し、イランに「賠償」を要求：２月２８日に米とイスラエル

が始めた戦争で受けた損害に対してイランは賠償を要求しているが、これに対しイランに「賠償」を求めるとトランプ大統

領が言った。その対象には、イランが殺害した米兵、反政府抗議デモ参加者、そしてアルカイーダが行った米艦コール襲撃

事件の犠牲者の遺族を挙げた。  

・トランプは自分の SNS のTruth Social への投稿で、「今私は、イランと同じように、彼らが路肩爆弾やその他の多

くの戦闘で殺害し、重傷を負わせた人々に関して、イランの賠償を求めている」と書き、戦闘で「数千人」が死亡し

たと言った。   

・さらに、トランプは、イランは「レバノン、シリア、イエメン、ガザの人々に与えた損害や死亡についても責任を

負うべきだ」と付言した。 
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・トランプは、過去５カ月間でイラン国内でデモ参加者５万２０００人が殺害されたと主張した。以前彼は３万２０

００人と言っていたのを、数字を大幅に引き上げている。人権団体HRANA が確認したのは７０００人、国連特別

報告者が確認したのは５０００人で、それらを大幅に上回っている。 

 ＊ハメネイ師、軍指導部を刷新：アル・ジャジーラとザ・ナショナルによると、イランの最高指導者モジタバ・ハメネ

イ師は、イラン軍、革命防衛隊、民兵組織「バシジ」の幹部６人を正式に任命した。これにより、数か月間暫定的に運用さ

れていた戦時指揮体制が正式に確立された。  

・ハメネイ師は、アハマド・ヴァヒディをイスラム革命防衛隊の総司令官に任命した。前任の総司令官は２月２８日

に殺害されていた。また、ハメネイ師は、革命防衛隊の指揮下にある準軍隊の義勇組織「バシジ」のトップにホセイ

ン・タエブを指名した。 

 

イエメン 

 ＊バーブ・エル・マンデブ海峡で乗組員４人が死亡：ロイター通信によると、１１日、バーブ・エル・マンデブ海峡で

エジプト企業所有の貨物船「ティハマ」号がアンサール・アッラーのものとみられる攻撃を受け、乗組員４人が死亡した。

但し、アンサール・アッラーはこの攻撃への関与を認めていない。 

 ＊サウジアラビアのジザン製油所、月末まで操業しない：ロイター通信によると、サウジアラコムは、アンサール・ア

ッラーから２度攻撃を受けたジザン製油所の操業開始を今月末まで延期した。   

・１日当たり４０万バレルの石油、特にガソリンと軽油を生産するジザン製油所は７月後半に２度も攻撃された。９

日の２度目の攻撃の前には、８月１５日から操業開始する予定であった。 

 

パレスチナ 

 ＊ガザ回廊死傷者：ガザのパレスチナ保健省によれば、過去２４時間で、前の攻撃で負った傷が原因で死亡したパレス

チナ人１人で、イスラエル軍の攻撃で負傷した人が１人であった。  

・２０２３年１０月７日以降の累計死者数は７３，３４８７人、負傷者数は１７４，２５７人となった。いわゆる

「停戦」初日の２０２５年１０月１１日以降、イスラエルの停戦違反の攻撃で死亡したパレスチナ人は１，２５９

人、負傷者は４，１４６人である。瓦礫の下から回収した遺体は８０７体である。 

 ＊イスラエルは西岸地区を１週間で５０４回も攻撃した：入植地・分離壁に抵抗する委員会によれば、イスラエル軍と

入植者の西岸地区攻撃がエスカレートしており、この１週間で５０４件もあった。  

・ヘブロンでは、WAFA 通信によると、イスラエル占領当局は１１日、マサフェル・ヤッタの小学校と何軒かの家

の取り壊しを命じた。ヤッタのベドウィン・コミュニティの住宅と井戸がイスラエル軍によって壊された。  

・ラマッラーでは、WAFA 通信によると、１１日、イスラエル軍はアル・ムガイヤル村を攻撃し、パレスチナ人６

人が負傷した。そのうち２人が女性で、３人が子どもであった。軍は畑で働いていた村人に対して催涙ガス弾を発射

した。   

・ジェニンでは、WAFA 通信によると、１１日、イスラエル当局はアンザにある倉庫１２棟を即座に解体した。１

０日には、イスラエル軍事裁判所がジェニン出身のファタハ幹部アタ・ルメイラト・アブ・ルメイレ（６７歳）に、

禁固４２か月と１，６５０ドル以上の罰金を言い渡した。彼はこれまで３年近く起訴されずに行政拘留されて、健康

状態が悪化している。   

・ナブルスでは、１１日朝、イスラエル軍がブルカを攻撃し、子ども２人を含むパレスチナ人６人が負傷した。１０

には、軍はタル村を攻撃し、ファルーク・ラマダンの家を壊した。ラマダンは先月末に入植者の襲撃のときに入植者

の銃を奪った後に射殺された人である。   

・東エルサレムでは、エルサレム県は１１日、イスラエル占領当局がウンム・トゥバ近くの２７ドゥナムの土地に６

５０軒の入植者住宅を建設する計画であると発表した。 
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 ＊イスラエル政府は「グリーン・ラファ」計画1承認：イスラエル軍ラジオ放送は１０日、ネタニヤフ首相とカッツ国防

相が、ガザ回廊の「イエローライン」のイスラエル支配地域にある住宅地「グリーン・ラファ」をインフラ整備すること

を、暗黙の形で承認したと報じた。   

・ネタニヤフ首相府は、「グリーン・ラファ」をアラブ首長国が支援するパイロット・プロジェクトと宣伝し、パレ

スチナ住民をハマスの支配から「解放」し、彼らに一時的に住宅とインフラを与えるものと宣伝している。このプロ

ジェクト建設に動員された現地のパレスチナ人労働者はイスラエルの治安機関シンベトの厳重な監視下に置かれ、プ

ロジェクト内の居住に関しても厳しい規則が発表されている。   

・ドロップ・サイトは前に、ラファにイスラエルがパレスチナ人の「居住区」を建設する計画を報じた。生体認証に

よる監視、検問所、購入品の監視など管理支配体制を通じて、住民を隔離・管理し、最終的には強制的移転させる計

画である。Sharif Abdel Kouddous, “Leaked Documents:’Planned Community’ in Rafah Would Force Palestinians Into 

Israeli Panoption”, Drop Site, Jan.21,2026 を読まれたい。 

 ＊イスラエルは、交渉の駆け引き材料として１７００体のパレスチナ人遺体を保管：ハアレツ紙の報道によれば、２人の

治安関係者の話では、イスラエルは今後の人質交換などの交渉に利用するために、約１７００体のパレスチナ人遺体を保管

している。パレスチナ抵抗組織はもうイスラエル人捕虜を拘束していない。   

・シンベトのダヴィド・ジニ長官は、将来イスラエル兵が捕虜になったり行方不明になった場合に備えてだと語った

と伝えられている。   

・遺体の多くは軍事施設の冷凍庫で保管されている。そのうち１３体はイスラエル国籍を持つパレスチナ人だとハア

レツ紙は伝えている。 

 ＊元国連職員、「国連組織改革が必要」と発言：元国連人権高等弁務官のクレイグ・モキバーは１０日、国連児童基金

（UNFPA)の上級職員ヤハブ・リヒナーが２０１４～２０１５年の在籍中にイスラエルに国連の機密情報を繰り返し漏洩

したことがドロップ・サイトの調査で明らかになったことを指摘して、国連は「組織改革」を行うべきだと主張した。 

・リヒナーは後に、ガザ支援調整を務めるシグリッド・カーグの上級補佐官を務めた。カーグはその後パレスチナに

対する国連活動を主導し、今はトランプの「平和評議会」（Board of Peace)の理事を務めている。   

・報道によれば、ドロップ・サイトに調査報道が発表された後、リヒナーは停職処分を受けたという。 

 ＊国境なき医師団（MSF)の医師、ガザの栄養失調を語る：ガザ回廊で活動するMSF 医師のジェームズ・スミスは１０

日、英国テレビのチャンネル４の取材で、イスラエルが生活必需品搬入を制限するために、「人為的に作りさせれた欠乏状

態」がもたらす「緩慢かつ累積的影響」について語った。「今も毎月、ほぼ３０００人の子どもが急性栄養失調対策プログ

ラムの対象になっている」と述べた。インタビュー画像は Drop Site@DropSiteNews, Aug11, 2026 で視聴できる。 

 ＊ハーン・ユーニスで死亡した１３歳の少女の家族の動画：ドロップ・サイトの寄稿者モハメド・アハメドが、８日に

イスラエル軍に殺害された少女サバ・アル・ハシャシュの親族から話を聞いた。「先週の木曜日は彼女の姉の命日でした

が、今日彼女のもう１人の姉も死にました」親族の１人が語った。アル・ハシャシュの母親は、娘はコーランを唱えに行く

ところを撃たれたと話した。「モスクにいたのは子どもたちで、教師以外はみんな１５歳以下でした」と言った。「イスラエ

ルは何故子どもを標的にするのですか。彼らは何処を撃っているのか分かって撃っているのでしょうか」と言った。動画は

こちらとこちらで観られる。 

 

レバノン 

 ＊停戦にもかかわらずイスラエル軍は南レバノンで、救急車の攻撃し、２人を負傷させ、畑に放火した： 

・レバノン国営通信（NNA)によると、イスラエル軍は１１日、マルジャユーン地区のサルダとワッザーニの畑や果

樹園に放火した。   

 

1 ラファ再編構想で、ガザの分断化と住民の強制移転を伴う。もともと米主導の軍民調整センターが発案したもの。 

https://www.dropsitenews.com/p/cmcc-leaked-documents-gaza-residential-zone-surveillance-checkpoints-rafah
https://www.dropsitenews.com/p/cmcc-leaked-documents-gaza-residential-zone-surveillance-checkpoints-rafah
https://x.com/DropSiteNews/status/2086953802687471618
https://x.com/DropSiteNews/status/2086902941248532870
https://x.com/DropSiteNews/status/2086906617115631954
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・ナバティエではイスラエル軍無人機が、レバノン治安総局の施設、イマーム・アリ・モスク、ナバティエ・アル・

ファルカにあるレバノン軍駐屯地一帯に、爆発物や焼夷弾を投下した。火災となったが、市民防衛団と地元の消防隊

が消火した。   

・レバノン保健省によると、他のイスラエル軍のナバティエへのドローン攻撃で、２人が負傷した。保健省は、ナバ

ティエ攻撃は２度目で、最初の攻撃で負傷した人々の救護のために「アル・リサラ協会」の救援隊が現場に到着した

ときに、再度攻撃し、救急車を損傷した。 

 

米国のニュース 

 ＊ウィスコンシン州、ミネソタ州、サウスカロライナ州など６州の予備選挙：  

・ウィスコンシン州知事選挙への民主党候補指名選では、シェフで州議会議員の進歩派のフランチェスカ・ホンが、

ミルウォーキー郡長のデビッド・クロウリーと対決している。アメリカ民主社会主義者（DSA)のメンバーであるホ

ンは、民主党が対立候補らを支持する動きをしてきたにもかかわらず、選挙戦では優位に立っている。対立候補に

は、２週間前に選挙を降りたマンデラ・バーンズ前副知事や、それより前に降りた現副知事のサラ・ロドリゲスがい

た。   

・ミネソタ州では、ディナ・スミス上院議員の退任の後釜の民主党指名をめぐり、ペギー・フラナガン副知事とアン

ジー・クレイグ下院議員が争っている。バーニー・サンダース上院議員の支持を受けているクレイグは僅差でフラナ

ガンをリードしている。フラナガンは長年 AIPAC の支持を受けてきたが、そのためイスラエルへの武器資金を止め

る決議案に対する彼女の最近の投票行動を悪化させている。   

・ミネソタ州上院議員選挙に立候補したクレイグの後任をめぐる下院議員選挙では、元ミネソタ州上院議員の進歩派

のマット・リトルとカエラ・バーグと親イスラエル派の医師マット・クラインが争っている。クラインは、公職に立

候補する科学者や医師を支援し、時々AIPAC の代理機関として機能したことがある「３１４アクション」から２５

０万ドル以上の資金提供を受けている。この選挙戦については、Julian Andreone and Ryan Grim, “AIPAC-Linked 

Super PACs, Pro-Israel Donors Flood Primary to Succeed Angie Craig With More Than $3 million”, Drop Site, Aug.08, 

2026 を読まれたい。   

・サウスカロライナ州では、故リンジー・グラハム上院議員の後任をめぐって、１０人の共和党員が立候補した。そ

の中には、グラハム議員の妹ダーリン・グラハムもいる。彼女はヘンリー・マクマスター知事から兄の後を引き継ぐ

ように指名され、トランプ大統領の支持を受けて予備選挙に挑戦している。他の候補者は、ラッセル・フライ下院議

員、ラルフ・ノーマン下院議員、元サウスカロライナ州知事ノマーク・サンフォード、実業家のマーク・リンチであ

る。予備選挙で過半数の票を獲得すれば、８月下旬の決選投票をしないですむ。前に故グラハムに挑戦したことがあ

るリンチは、AIPAC からの資金援助を拒否した唯一の候補者である。 

 ＊トランプ政権、小児ワクチン接種スケジュールを根本から見直す大統領令を準備：ワシントン・ポスト紙が入手した

情報では、トランプ政権が「小児ワクチン推奨事項に関する絶対的基準」と称する大統領令を準備している。これは、ワク

チンを３つのカテゴリーに分類し、子どもへのワクチン接種を一度に複数のワクチンを投与するのでなく、別々に来院させ

て１回ずつワクチン投与することを勧める大統領令である。   

・大統領令草案では、麻疹、ポリオ、百日咳など１１の疾患に対するワクチンは以前と同じようにすべての子どもへ

の投与を推奨しているが、A 型・B 型肝炎、髄膜炎菌感染症、インフルエンザ、新型コロナウィルスなどのワクチン

は、親と医師の相談で決める「共同意思決定」のカテゴリーに移行する。   

・また、大統領令は、アルミニュームに代わるワクチン・アジュバンド（免疫増強剤）の開発を求めているが、食品

医薬品局’（FDA)の中には現実的なタイムラインでは実現できないという声がある。   

・この動きは、トランプ政権が小児ワクチン推奨数を減らそうとしたこと（それは３月に連邦判事が差し止めた）に

続く試みで、トランプのワクチンが自閉症を生んでいるという説（科学的に否定された）とも関連している。 

 ＊国務省、トランプ政権下で取り消したビザは１７万５０００件以上と発表：国務省は１０日、トランプの２期目の政

権下で、外国人のビザを１７万５０００件以上を取り消したと発表した。   

https://www.dropsitenews.com/p/minnesota-primary-aipac-dmfi-super-pacs-matt-little
https://www.dropsitenews.com/p/minnesota-primary-aipac-dmfi-super-pacs-matt-little
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・ビザ取り消しの大部分は、犯罪容疑に基づくものだが、右翼活動家チャーリー・ブラウンが殺害されたことを喜ん

だことで非難された人々のビザを取り消したケースもいくつかある。また、キューバやイランの政府と繋がりがある

という疑いでビザを取り消されたケースが多くある。 

 ＊イルハン・オマール下院議員、彼女のタウンホール・ミーティングの外で偽のナンバープレートの車に乗っていたICE

捜査官がいた理由の説明を求めた：リベラル系ネット・メディアのハフポストが１０日に報じたところによると、オマー

ル議員は７日、国土安全保障省（DHS)の地方事務所に書簡を送付した。書簡は、ミネソタ州リッチフィールドで開いた官

女のタウンホール・ミーティング会場の外で、地元警察が偽のナンバープレートの車に乗っていた ICE 捜査官を見つけた

ことに関するものであった。こういう監視は DHS がすでに廃止したと主張していた行為で、州法にも違反する。   

・国土安全保障捜査局職員は、ICE 捜査官は麻薬に関する潜入捜査を行っていたと言ったが、上司からの連絡を受

け、彼女は現場から立ち去った。   

・オマール議員は書簡の中で、この監視事件は「重大で不穏な疑問を抱かせる」と述べ、「トランプ政権が政敵を

ICE を使って監視させているという多くの国民が抱いている疑念を裏付けるものである」と書いた。 

 ＊Google 共同創業者、カリフォルニア州の富裕層への増税に反対する運動に１億ドル以上を投じた：テクノロジー・メ

ディア「テッククランチ」によると、Google 共同創業者のセルゲイ・ブリンは富裕層への増税に反対する団体「よきカリ

フォルニアを作ろう」（Build a Better California)に新たに２０００万ドルを寄付した。これで、彼がカリフォルニア州で提

案されている富裕層向け増税案への反対運動に投じた総額は１億ドル以上になった。彼は、増全案が成立すれば、推定１３

３億ドルを超える納税をしなければならない。   

・カリフォルニア州の住民投票案「プロップ４０」は、医療プログラムの財源確保のために、州内の約２００人の富

裕層の純資産に対し、１回限りで５％の税を課す提案である。   

・他のハイテク業界の著名人、例えば Meta のマーク・ザッカーバーグ、Uber の元CEO トラビス・カラニック、ベ

ンチャー・キャピタリストのピーター・ティールも課税を回避する動きを見せている。Nvidia 共同創業者のジェン

セン・ファンは、富裕層増税を「全く問題ない」と言っている。この案の是非は１１月の住民投票で決定される。 

 ＊民間情報機関、AI やデータセンターを批判する人物に関する監視資料を販売： 『アメリカン・プロスペクト』が入手し

た文書によると、RANE Network、Kroll、Liferaft などの民間情報機関が、AI やデータセンターを批判する人物や団体に関

する資料や監視サービスを販売している。これらの機関は、サーバーファームやAI 拡大に反対する草の根運動をテロ対策

で用いられる言葉で表現している。   

・RANE 社は２０２５年３月、連邦エネルギー規制委員会に対し、「反テクノロジー感情」に関する分析をすること

を提案し、その後ウェビナー（オンライン・セミナー）を開催し、クリエイター、環境保護活動家、レイオフ労働

者、市民的自由擁護者などの抗議者の脅威を警告する活動を行った。こういう商業的動きは、政府が「反テクノロジ

ー過激主義」に関する通達を出した時期と重なっている。  

・Daniel Boguslaw, “Private Intelligence Firms Are Selling Dossiers on AI and Data Center Critics”, The American 

Prospect, August 10, 2026 を参照さえたい。 

 ＊米国防総省高官、アジアへもっと関われと発言；政策担当のエルブリッジ・コルビー国防次官は１０日、マニラで演説

し、米国はアジアから撤退するのでなく、インド太平洋地域で米国に有利な勢力均衡を維持するために、もっとアジア地域

への関与を強化すると述べた。   

・コルビーは、アジア地域で米国に有利な勢力均衡を保つためには、日本から台湾、フィリピンを経てボルネオ島に

至る地域で、「拒否的抑止」（deterrence by denial)態勢をとる必要があると語った。   

・また、コルビーは、米国はアジア地域への関与が拡大していると言いながら、同時に「同盟国やパートナー国」に

対し、防衛費を増額することを求めた。「我々が求めているのは被保護国ではなく、パートナーである」と彼は言っ

た。 

 

 

 

https://prospect.org/2026/08/10/private-intelligence-firms-selling-dossiers-on-ai-data-center-critics/
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その他の国際ニュース 

 ＊スーダンで新たに１万１０００人が避難民になった：国連の国際移住機関（IOM）の１０日の発表によれば、スーダ

ン軍と即応支援部隊（RSF)の戦闘激化で、チャドとの国境に近い西ダルフール州のシルバ地区の村々から、２日間で１万

１０００人以上が避難民となった。多くはチャドへと越境し、一部は西ダルフール州の州都エル・ジェネイナ周辺へ避難し

た。 

 ＊コロンビア西部でＭ７.４の地震：ＡＰ通信によると、１０日、コロンビア西部でマグニチュード 7.4 の地震が発生、

少なくとも１１１人が死亡した。被害建物は約１６００棟で、全壊したのは６１棟であった。   

・震源地はチョコ地方で、カリ、ペレイラ、キブト、マニサレスの都市で被害があった。   

・コロンビア地質研究所は、この地震を今世紀に入ってコロンビアで記録された最大の地震だと述べた。   

・米国務省は１０日夜、１，５５０万ドルの緊急支援を発表した。メキシコ、エルサルバドル、チリも支援を申し出

ている。この地震は、６月下旬にベネズエラで発生し、６，３００人以上の死者を出した２度の地震に続くものであ

る。 

 ＊シリア裁判所、バッシャール・アル・アサドとその弟に欠席裁判で死刑判決：シリアの裁判所は１１日、１４年間も

続いた内戦中に人道に対する罪や戦争犯罪を犯したとして、バッシャール・アル・アサドとアサド政権で軍司令官だった弟

マヘルに、欠席裁判で、死刑判決を言い渡した。   

・ダマスカスの第４刑事裁判所の公判は国営テレビで生中継され、ファハル・エディン・アル・アリヤン裁判官は、

アサドが「国家機関を利用して戦争犯罪及び人道に対する犯罪を犯した」と述べた。これは、アサド一族による５０

年間の統治が２０カ月前に倒壊して以来、彼やその側近に対して下された初の有罪判決である。 

・アサド兄弟は２０２４年１２月の政権崩壊の後、ロシアへ逃亡し、亡命を認められた。 

 ＊リビア、稼働中の最大級の製油所が３度目のドローン攻撃を受け、最高度の非常事態を宣言：アナドル通信によれば、

リビアの国営石油会社は、トリポリ西部のザウィヤ製油所一帯が、約４８時間の間に３度もドローン攻撃を受けたので、

「最高度の非常事態」を宣言した。会社は、これ以上攻撃されれば、不可抗力（majeure)を宣言して操業を停止せざるを得

なくなると警告した。  

・ロイター通信によると、１０日の攻撃で推定４５０万リットルのガソリンが入った貯蔵タンクが被弾し、大火災と

なり、タンクが崩壊した。 

・８日早朝の攻撃では、ナフサ貯蔵タンクに穴が開き、化学物質の漏出となったが、被害は限定的だった。別のドロ

ーン攻撃は会社の海水淡水化プラントを標的にし、主要パイプラインと貯蔵タンクを損傷させた。   

・リビアの救急・緊急サービスは１１日、火災による重傷者はおらず、治療を受けた者のほとんどは煙の吸入による

ものと発表した。 

・このドローン攻撃の犯行声明を出した組織はない。日量１２万バレルの処理能力を持つこの施設は、２０１１年の

米主導のNATO がムアンマル・カダフィ政権を崩壊させて以来続いているリビアの政情不安定の中で、対立する武

装勢力間の戦闘に、何回も巻き込まれてきた。 

 ＊トルコ議会、PKK 戦闘員に対する限定的な恩赦法案を可決：トルコ議会は１０日、武装解除するクルド人武装組織

PKK(クルディスタン労働者党）戦闘員に対して限定的な恩赦を与える「テロのないトルコ」法案を、賛成４６８、反対８

８で可決した。これは、数十年間にわたる紛争に終結に向けた初の法制化の動きである。   

・この法案は、収監中の PKK 創設者アブドゥラー・オジャランが支持者らに武装解除を呼びかけてから１年半を経

て提出されたもので、エルドアン大統領率いる与党 AKP(公正発展党）と親クルド系政党DEM（人民平等民主党）

の両党が支持した。この法律によって、訴追や刑の執行を５年から１０年間停止され、初期段階では PKK 関連の約

３，５００人の囚人が釈放される予定だが、「重大な犯罪」の関係した者は対象外とされる。   

・この法は、オジャランについての言及はない。PKK は９日の声明で、オジャランの解放がなければ、法案の多く

の条項が「形骸化」するだろうと警告をした。 
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 ＊帰還クルド人、シリアで攻撃された：ニュー・アラブ紙によると、故郷のシリア北東部のラス・アル・アインへ帰ろ

うとしていたクルド人避難民グループの第一陣約２，５００人が武装勢力の攻撃を受けたため、帰還の動きが１０日、一時

停止された。  

・この攻撃で近くのカーミシュリーで抗議デモが発生し、デモ隊が治安当局本部を突破しようとした事態になった。   

・トルコが支援する部隊が２０１９年にラス・アル・アイン地域をクルド人支配から奪取して以来、同地域への帰還

を希望する住民は１０万人以上に上っている。 

 ＊サウジアラビアへの民兵組織の攻撃後、イラクは南部国境を警備する新軍事司令部を設置：イラクは、イラン寄りの民

兵組織のサウジアラビア攻撃の後、南部砂漠地帯の国境警備を強化するため、「アル・バディヤ作戦司令部」を設置した

と、イラク情報筋が１０日にニュー・アラブ紙に語った。これは、イラク領土が国境を超える攻撃に利用されたり、それに

対するイラク国内への報復を招く事態を防ぐための措置である。   

・軍関係者によると、親イラン武装勢力が、イラクの警備上の「隙」をついて、アル・ムサンナ砂漠を経由してドロ

ーンやその発射装置を運んだというイラク諜報機関の報告を受け、アリ・アッザイディ首相が司令部設置を命じた。   

・サウジアラビアは７月下旬、自国の石油施設の攻撃に関与したとしてイラク国内の標的を攻撃していた。 

 ＊ロシア最高裁、反戦政党の「ヤブロコ」の議会選挙への参加を認めず：ロシア最高裁は１０日、ウクライナ戦争に反対

する唯一の公式登録政党「ヤブロコ」に対し、来月予定されている議会選挙への参加を認めない判決を下した。政府よりの

民族主義政党「ロディナ」が、ヤブロコが西側諸国からの支援金を含む未申告の選挙支援金を受けていると主張して、提訴

していた。   

・約１００人の支持者が裁判所の外に集まり、ヤブロコのニコライ・リバコフ党首はこの訴訟を「思想の自由に対す

る憲法違反の攻撃」と呼び、党として控訴する意向を表明した。   

・ヤブロコ党は、暗殺されたロシアの野党指導者アレクセイ・ナワリヌイの妻ユリア・ナワリナヤや国外亡命中の野

党関係者から支援を受けている。今年初めの時点でのヤブロコ支持率はわずか３％で、議席獲得に必要な５％の基準

に達していなかった。 

 ＊ロシアのタタールスタン地域へのドローン攻撃でウズベキスタン国民７人が死亡：カザンにあるウズベキスタン領事

館の発表によれば、ロシアのタタールスタン共和国地域への１０日のウクライナの長距離ドローン攻撃で、ウズベキスタン

国民１３人が死亡した。 

・ロシアでは２００万～３００万人のウズベキスタン国民が働いており、ウズベキスタンの経済は出稼ぎ労働者から

の送金に一部依存している。 

 

 

 


